
正誤Check！

重要度
Rank

本試験の出題

57

キ
リ
ト
リ✂

建
築
確
認

建築基準法に関する次の記述のうち，誤っている
ものはどれか。

 
❶ 防火地域及び準防火地域外において建築物を改築する場合で，
その改築に係る部分の床面積の合計が10㎡以内であるときは，建
築確認は不要である。

❷ 都市計画区域外において高さ12ｍ，階数が３階の木造建築物を
新築する場合，建築確認が必要である。

❸ 事務所の用途に供する建築物をホテル（その用途に供する部分
の床面積の合計が500㎡）に用途変更する場合，建築確認は不要
である。

❹ 映画館の用途に供する建築物で，その用途に供する部分の床面
積の合計が300㎡であるものの改築をしようとする場合，建築確
認が必要である。
 

問
題23

建築確認
建築基準法

S
H27-問17

〔ID:1218〕

71220



　 　

正 解 本試験時の正答率

％

58

キ
リ
ト
リ✂

　

❶ 正しい。防火・準防火地域外で10㎡以内の改築→建築確認不要。
防火地域及び準防火地域外において建築物を増築し，改築し，又は
移転しようとする場合で，その増築，改築又は移転に係る部分の床
面積の合計が10㎡以内であるときは，建築確認を受ける必要はあり
ません。 ■➡ 建築基準法６条

❷ 正しい。階数３の木造の大規模建築物は，建築確認が必要。
木造の建築物で３以上の階数を有し，又は延べ面積が500㎡，高さ
が13ｍ若しくは軒の高さが９ｍを超えるもの（木造の大規模建築物）
を建築する場合には，都市計画区域の内外を問わず，建築確認を受
ける必要があります。本肢の建築物については，階数が３のため，
確認が必要となります。 ■➡ ６条

❸ 誤り。床面積200㎡超の特殊建築物に用途変更→建築確認が必要。
建築物の用途を変更して，床面積200㎡超の特殊建築物とする場合，
建築確認を受ける必要があります。ホテルは特殊建築物であり，床
面積500㎡のため，本肢の建築物については，確認が必要となりま
す。 ■➡ 87条，６条，別表第一

❹ 正しい。床面積200㎡超の特殊建築物は，建築確認が必要。
特殊建築物で，その用途に供する部分の床面積の合計が200㎡を超
えるものを建築する場合には，建築確認を受ける必要があります。
本肢の建築物については，映画館は特殊建築物であり，床面積が
300㎡のため，確認が必要となります。 ■➡ ６条，別表第一

建築確認の要否
 （◎＝全国どこでも確認必要，○＝都計・準都計区域内のみ確認必要，×＝確認不要）

新築 増・改築，移
転

大規模修繕・
大規模模様替 用途変更

一定の特殊建築物でその用途に供す
る部分の床面積が200㎡を超える
もの

◎ ◎
※ 

例 

外

◎ ◎

木造の大規模な建築物
非木造の大規模な建築物 ◎ ◎ ◎ ×

その他の建築物（一般建築物） ○ ○ × ×

　※ 例外： 防火・準防火地域以外において，10㎡以内の増改築，移転は，
建築確認は不要です。

吉野屋ズバ之介吉野屋ズバ之介

74.13 （第３編・法令上の制限）

３　建築基準法①（総則・単体
規定）（P468 ～）



　 　

正 解 本試験時の正答率

％

58

キ
リ
ト
リ✂

　

❶ 正しい。防火・準防火地域外で10㎡以内の改築→建築確認不要。
防火地域及び準防火地域外において建築物を増築し，改築し，又は
移転しようとする場合で，その増築，改築又は移転に係る部分の床
面積の合計が10㎡以内であるときは，建築確認を受ける必要はあり
ません。 ■➡ 建築基準法６条

❷ 正しい。階数３の木造の大規模建築物は，建築確認が必要。
木造の建築物で３以上の階数を有し，又は延べ面積が500㎡，高さ
が13ｍ若しくは軒の高さが９ｍを超えるもの（木造の大規模建築物）
を建築する場合には，都市計画区域の内外を問わず，建築確認を受
ける必要があります。本肢の建築物については，階数が３のため，
確認が必要となります。 ■➡ ６条

❸ 誤り。床面積200㎡超の特殊建築物に用途変更→建築確認が必要。
建築物の用途を変更して，床面積200㎡超の特殊建築物とする場合，
建築確認を受ける必要があります。ホテルは特殊建築物であり，床
面積500㎡のため，本肢の建築物については，確認が必要となりま
す。 ■➡ 87条，６条，別表第一

❹ 正しい。床面積200㎡超の特殊建築物は，建築確認が必要。
特殊建築物で，その用途に供する部分の床面積の合計が200㎡を超
えるものを建築する場合には，建築確認を受ける必要があります。
本肢の建築物については，映画館は特殊建築物であり，床面積が
300㎡のため，確認が必要となります。 ■➡ ６条，別表第一

建築確認の要否
 （◎＝全国どこでも確認必要，○＝都計・準都計区域内のみ確認必要，×＝確認不要）

新築 増・改築，移
転

大規模修繕・
大規模模様替 用途変更

一定の特殊建築物でその用途に供す
る部分の床面積が200㎡を超える
もの

◎ ◎
※ 
例 

外

◎ ◎

木造の大規模な建築物
非木造の大規模な建築物 ◎ ◎ ◎ ×

その他の建築物（一般建築物） ○ ○ × ×

　※ 例外： 防火・準防火地域以外において，10㎡以内の増改築，移転は，
建築確認は不要です。

吉野屋ズバ之介吉野屋ズバ之介

74.13 （第３編・法令上の制限）

３　建築基準法①（総則・単体
規定）（P468 ～）

正誤Check！

重要度
Rank

本試験の出題

65

キ
リ
ト
リ✂

集
団
規
定
総
合

建築基準法（以下この問において「法」という。）
に関する次の記述のうち，誤っているものはどれ
か。

 
❶ 地方公共団体は，延べ面積が1,000㎡を超える建築物の敷地が
接しなければならない道路の幅員について，条例で，避難又は通
行の安全の目的を達するために必要な制限を付加することができ
る。

❷ 建蔽率の限度が10分の８とされている地域内で，かつ，防火地
域内にある耐火建築物等については，建蔽率の制限は適用されな
い。

❸ 建築物が第二種中高層住居専用地域及び近隣商業地域にわたっ
て存する場合で，当該建築物の過半が近隣商業地域に存する場合
には，当該建築物に対して法第56条第１項第３号の規定（北側斜
線制限）は適用されない。

❹ 建築物の敷地が第一種低層住居専用地域及び準住居地域にわた
る場合で，当該敷地の過半が準住居地域に存する場合には，作業
場の床面積の合計が100㎡の自動車修理工場は建築可能である。
 

問
題27

集団規定総合
建築基準法

A
H25-問18改

〔ID:1119〕

71121



　 　

正 解 本試験時の正答率

％

66

キ
リ
ト
リ✂

　

❶ 正しい。道路の幅員について，条例で制限を付加できる。
地方公共団体は，延べ面積が1,000㎡を超えるなどの一定の建築物
の敷地が接しなければならない道路の幅員，その敷地が道路に接す
る部分の長さその他その敷地又は建築物と道路との関係について，
条例で，避難又は通行の安全の目的を十分に達し難いと認める場合
においては，必要な制限を付加することができます。
 ■➡ 建築基準法43条

❷ 正しい。「10分の８」＋「防火」＋「耐火等」→建蔽率制限は不適用。
建蔽率の限度が10分の８とされている地域内で，かつ，防火地域内
にある耐火建築物等には，建蔽率の制限は適用されません。 ■➡ 53条

❸ 誤り。建築物の部分ごとに斜線制限が適用されるか判断する。
建築物が斜線制限の異なる複数の地域，区域にわたる場合には，そ
れぞれに属する部分について斜線制限が適用されます。したがって，
本肢の建築物の第二種中高層住居専用地域内の部分については，北
側斜線制限が適用されます。 ■➡ 56条

❹ 正しい。用途制限には，過半主義が適用される。
建築物の敷地が異なる用途地域にまたがる場合，建築物の用途制限
については，敷地の過半が属する地域の制限が適用されます。そし
て，準住居地域においては，作業場の床面積の合計が150㎡を超え
ない自動車修理工場を建築することができます。したがって，敷地
の過半が準住居地域に存する場合，作業場の床面積の合計が100㎡
の自動車修理工場を建築することができます。 ■➡ 91条，48条，別表第二

建蔽率の規制

　細かな数字はあまり気にする必要はないが，商業地域の８％だ
けは必ず覚えておくのじゃ。

原　則 ①指定
　角地

②防火＋
　耐火等

③ 準防火＋耐火
等・準耐火等

「①」＋
「②」 　

商業地域
８
10

＋
１
10

規制
なし

規制
なし

規制
なし

商業地域
以外の用
途地域　

それぞれの
用途地域に
よる
（都市計画
で決定）

＋
１
10

＋
１
10

＊注
＋
1
10

＋
２
10

用途無指
定区域　

３・４・５・６・７
10

から
特定行政庁
が定める

＋
１
10

＋
１
10

＋
1
10

＋
２
10

 ＊注： ８／10とされた地域で，かつ防火地域内にあ
る耐火建築物等 適用されない。

久保望左衛門久保望左衛門

62.93 （第３編・法令上の制限）

４　建築基準法②（集団規定）
（P482 ～）



　 　

正 解 本試験時の正答率

％

66

キ
リ
ト
リ✂

　

❶ 正しい。道路の幅員について，条例で制限を付加できる。
地方公共団体は，延べ面積が1,000㎡を超えるなどの一定の建築物
の敷地が接しなければならない道路の幅員，その敷地が道路に接す
る部分の長さその他その敷地又は建築物と道路との関係について，
条例で，避難又は通行の安全の目的を十分に達し難いと認める場合
においては，必要な制限を付加することができます。
 ■➡ 建築基準法43条

❷ 正しい。「10分の８」＋「防火」＋「耐火等」→建蔽率制限は不適用。
建蔽率の限度が10分の８とされている地域内で，かつ，防火地域内
にある耐火建築物等には，建蔽率の制限は適用されません。 ■➡ 53条

❸ 誤り。建築物の部分ごとに斜線制限が適用されるか判断する。
建築物が斜線制限の異なる複数の地域，区域にわたる場合には，そ
れぞれに属する部分について斜線制限が適用されます。したがって，
本肢の建築物の第二種中高層住居専用地域内の部分については，北
側斜線制限が適用されます。 ■➡ 56条

❹ 正しい。用途制限には，過半主義が適用される。
建築物の敷地が異なる用途地域にまたがる場合，建築物の用途制限
については，敷地の過半が属する地域の制限が適用されます。そし
て，準住居地域においては，作業場の床面積の合計が150㎡を超え
ない自動車修理工場を建築することができます。したがって，敷地
の過半が準住居地域に存する場合，作業場の床面積の合計が100㎡
の自動車修理工場を建築することができます。 ■➡ 91条，48条，別表第二

建蔽率の規制

　細かな数字はあまり気にする必要はないが，商業地域の８％だ
けは必ず覚えておくのじゃ。

原　則 ①指定
　角地

②防火＋
　耐火等

③ 準防火＋耐火
等・準耐火等

「①」＋
「②」 　

商業地域
８
10

＋
１
10

規制
なし

規制
なし

規制
なし

商業地域
以外の用
途地域　

それぞれの
用途地域に
よる
（都市計画
で決定）

＋
１
10

＋
１
10

＊注
＋
1
10

＋
２
10

用途無指
定区域　

３・４・５・６・７
10

から
特定行政庁
が定める

＋
１
10

＋
１
10

＋
1
10

＋
２
10

 ＊注： ８／10とされた地域で，かつ防火地域内にあ
る耐火建築物等 適用されない。

久保望左衛門久保望左衛門

62.93 （第３編・法令上の制限）

４　建築基準法②（集団規定）
（P482 ～）

正誤Check！

重要度
Rank

本試験の出題

275

キ
リ
ト
リ✂

公
正
競
争
規
約

宅地建物取引業者が行う広告に関する次の記述の
うち，不当景品類及び不当表示防止法（不動産の
表示に関する公正競争規約を含む。）の規定によ

れば，正しいものはどれか。
 
❶ インターネット上に掲載した賃貸物件の広告について，掲載直
前に契約済みとなったとしても，消費者からの問合せに対し既に
契約済みであり取引できない旨を説明すれば，その時点で消費者
の誤認は払拭されるため，不当表示に問われることはない。

❷ 宅地の造成及び建物の建築が禁止されており，宅地の造成及び
建物の建築が可能となる予定がない市街化調整区域内の土地を販
売する際の新聞折込広告においては，当該土地が市街化調整区域
内に所在する旨を16ポイント以上の大きさの文字で表示すれば，
宅地の造成や建物の建築ができない旨まで表示する必要はない。

❸ 半径300ｍ以内に小学校及び市役所が所在している中古住宅の
販売広告においては，当該住宅からの道路距離の表示を省略し
て，「小学校，市役所近し」と表示すればよい。

❹ 近くに新駅の設置が予定されている分譲住宅の販売広告を行う
に当たり，当該鉄道事業者が新駅設置及びその予定時期を公表し
ている場合，広告の中に新駅設置の予定時期を明示して表示して
もよい。
 

問
題127

公正競争規約
景品表示法

S
H28-問47

〔ID:1298〕

71300



　 　

正 解 本試験時の正答率

％

276

キ
リ
ト
リ✂

　

❶ 誤り。取引できない物件は，広告表示をしてはならない。
事業者は，物件は存在するが，実際には取引の対象となり得ない物
件に関して広告表示をしてはなりません。これは，問合せに対し取
引できない旨を説明しても，同様です。 ■➡ 表示規約21条

❷ 誤り。宅地の造成や建築物の建築ができない旨まで表示する。
市街化調整区域に所在する土地（開発許可を受けているものなどを
除く）については，「市街化調整区域。宅地の造成及び建物の建築は
できません。」と16ポイント以上の文字で明示しなければなりませ
ん。宅地の造成や建築物の建築ができない旨まで表示する必要があ
ります。 ■➡ 施行規則８条

❸ 誤り。公共・公益施設については物件からの道路距離も表示する。
学校，病院，官公署，公園その他の公共・公益施設は，以下の表示
が必要です。ア）現に利用できるものを表示すること。イ）物件ま
での道路距離を明示すること。ウ）その施設の名称を表示すること
（ただし，公立学校及び官公署の場合は，パンフレットを除き，省略
することができます）。したがって，道路距離の表示が必要です。
 ■➡ 10条

❹ 正しい。運行主体が公表した場合は表示できる。
新設予定の鉄道，都市モノレールの駅若しくは路面電車の停留場又
はバスの停留所は，当該路線の運行主体が公表したものに限り，そ
の新設予定時期を明示して表示することができます。運行主体であ
る鉄道事業者が公表している本肢の場合は，表示できます。 ■➡ 10条

公正競争規約のポイント⑤

市街化調整区域

「市街化調整区域。宅地の造成及び建物の
建築はできません」と16 ポイント以上の
文字（文字サイズは雑誌，新聞等を除く）
で明示すること

接道義務違反の
土地

「再建築不可」又は「建築不可」と明示す
ること

物件価格
全部を表示できないときは，最低価格，最
高価格及び最多価格帯並びにそれらの数を
表示しなければならない

TAKAHIRO

90.34 （第５編・免除科目）

２　景品表示法（P605 ～）


